
金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

6,860 20 23 1 2 1 520 1 4 1 6,310 17

826 14 23 1 2 1 520 1 4 1 276 11

20,440 109 58 2 4 1 17,836 3 2,543 106

615 22 58 2 4 1 554 22

注）１．「件数」は予算科目の項別「目」ベースでの補助金等の件数。同一の補助金等を複数の分類に重複して計上している場合が
　あるため、各欄の件数の合算と合計欄の件数は必ずしも一致しない。
２．各府省から提出された資料をそのまま集計したもので、今後、計数等の変動がありうる。
３．平成24年度概算要求額には「要望」額を含むが、「東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費」を除いている。
４．農林水産省が「今後政府部内の議論を踏まえ、対象とできないか検討」とする補助金等。
５．国土交通省が「都道府県分については措置済み」とする補助金等。
６．各欄の合算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で必ずしも一致しない。

平成24年度概算要求における地方向け補助金等（投資関係）
（分類は、各府省の判断によるもの） 

（単位：億円、件）

組織名

平成24年度概算要求額（注３）

一括交付金対象と整理された
補助金等（「今後議論対象」、

「都道府県分措置済み」を含む）

一括交付金
対象

今後議論
対象（注４）

都道府県分
措置済(注５）

特定補助金
３年～４年

対象外

内閣府

【一括交付金対象】
　・水道施設整備費補助（沖縄）（市町村分）　23

【今後議論対象】
　・農山漁村地域整備交付金（沖縄）（市町村分） 2

【都道府県分措置済】
　・社会資本整備総合交付金（沖縄）　520

  ※「地域自主戦略交付金（5,011）」及び
     「沖縄振興自主戦略交付金（365）」を含む

うち他省庁
所管分

警察庁 226 2

【一括交付金対象】
　・消防防災施設整備費補助金（市町村分）　9

2

総務省 9 1 9 1

226

【一括交付金対象】
　・水道施設整備費補助　227
　　（市町村分 207、その他20）

5

厚生労働省 604 13 227 1

1,026文部科学省 1,026 5

50 210

330 7 47 6

【一括交付金対象】
　・工業用水道事業費補助　4
　　（市町村分3、その他1）

46

【今後議論対象】
　・都市農村交流等対策整備交付金（市町村分）　0.3
　・農山漁村活性化対策整備交付金　104
　　（都道府県分62、市町村分42）
　・森林整備・林業等振興整備交付金　13
　　（都道府県分13、市町村分0.2）
　・水産業強化対策整備交付金　69
　　（都道府県分35、市町村分33）
　・農山漁村地域整備交付金（市町村分）　23

経済産業省 4 1 4 1

5 2,056農林水産省 2,266

国土交通省

【一括交付金対象】
　・水道施設整備費補助（北海道）　39
　　（市町村分31、その他8）
　・水道施設整備費補助（離島）　19
　　（市町村分19、その他1）

【今後議論対象】
　・農山漁村地域整備交付金（離島）（市町村分）　4

【都道府県分措置済】
　・社会資本整備総合交付金　16,941
　・社会資本整備総合交付金（北海道）　677
　・社会資本整備総合交付金（離島）　  218

うち他省庁
所管分

環境省 450 5

335 8 12,658 187合計 31,885 206 321 6 215 7 18,356 4

450 5

※

地域主権戦略室作成

※
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金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

39 4 39 4

1 1 1 1

注） １．「件数」は予算科目の項別「目」ベースでの補助金等の件数。同一の補助金等を複数の分類に重複して計上している場合が
　あるため、各欄の件数の合算と合計欄の件数は必ずしも一致しない。
２．各府省から提出された資料をそのまま集計したもので、今後、計数等の変動がありうる。
３．平成24年度概算要求額には「要望」額を含むが、「東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費」を除いている。
４．農林水産省が「今後政府部内の議論を踏まえ、対象とできないか検討」とする補助金等。
５．各欄の合算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で必ずしも一致しない。

平成24年度概算要求における地方向け補助金等（経常関係）

（分類は、各府省の判断によるもの）

（単位：億円、件）

組織名

平成24年度概算要求額（注３）
一括交付金対象と

整理された補助金等
（「今後議論対象」を含む）

一括交付金
対象

今後議論
対象（注４）

特定補助金
４年

対象外

9 3国会 9 3

2 1裁判所 2 1

0.1 1会計検査院 0.1 1

258 24

0.1 1

内閣府 258 24

内閣 0.1 1

うち他省庁
所管分

警察庁 411 3

総務省 1,412 23 19

411 3

1 1,393 22

法務省 39 10

外務省 0.2 1

39 10

0.2 1

財務省 78 4

文部科学省 21,649 34

78 4

21,649 34

厚生労働省 161,994 145

農林水産省 868 53 2 3

161,994 145

865 50

【今後議論対象】
　・農山漁村活性化対策推進交付金 0.3
　　（都道府県分0.03、市町村分0.2）
　・森林整備・林業等振興推進交付金
　　（都道府県分）　1
　・水産業強化対策推進交付金
　　（都道府県分）　1

経済産業省 1,390 15

うち他省庁
所管分

環境省 201 17

国土交通省 213 31

1,390 15

201 17

213 31

763 10防衛省 763 10

3 19 1 189,267 372合計 189,288 376 - - 2

地域主権戦略室作成




